
第６回 水辺とまちのソーシャルデザイン懇談会

次 第 

日時：平成 27 年 3 月 3 日（火）10:00～12:00 

場所：MIRROR ビル 5Ｆ Gocai（ゴカイ） 

【議 事】

１．ゲストスピーチ（渋谷の再開発と渋谷川の再生（仮称））

・大坪安則氏（東京急行電鉄株式会社 渋谷開発事業部 担当部長） 

・古賀良子氏（東京急行電鉄株式会社 渋谷開発事業部 開発第二部） 

２．水辺利用の国内外の制度について

３．意見交換

４．コメンテータからの事例紹介

５．その他



「水辺とまちのソーシャルデザイン懇談会」 

コメンテーターリスト 

（敬称略・50 音順） 

氏名 所属 第 6回出欠

座長 陣内
じんない

 秀
ひで

信
のぶ

 法政大学デザイン工学部建築学科教授 ○ 

コメンテーター 井出
い で

 玄一
げんいち

 
一般社団法人ボート・ピープル・アソ

シエイション代表理事 
○ 

〃 伊藤
い と う

 香織
か お り

 東京理科大学理工学部建築学科准教授 ◯ 

〃 金井
か な い

  司
つかさ

 
三井住友信託銀行株式会社理事・CSR

担当部長 
○ 

〃 岸井
き し い

 隆
たか

幸
ゆき

 日本大学理工学部土木工学科教授 × 

〃 忽那
く つ な

 裕樹
ひ ろ き

 株式会社 E-design 代表取締役 ○ 

〃 久米
く め

 信行
のぶゆき

 久米繊維工業株式会社取締役会長 ○ 

〃 紫
し

牟田
む た

 伸子
の ぶ こ

 紫牟田伸子事務所代表 ○ 

〃 竹内
たけうち

 廣
ひろ

行
ゆき

 
大阪府都市整備部長 

（代理：藁
わ ら

田
た

 博
ひ ろ

行
ゆ き

 河川環境課長） 
○ 

〃 辻田
つ じ た

 昌
まさ

弘
ひろ

 東京大学公共政策大学院特任教授 ○ 

〃 遠山
とおやま

 正道
まさみち

 株式会社スマイルズ代表取締役社長 ☓ 

〃 中島
なかじま

 高志
た か し

 
東京都建設局河川部長 

（代理：岡上
おかじょう

 樹
たつき

 低地対策専門課長） 
○ 
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公益財団法人 リバーフロント研究所

水辺利用の国内外の制度について

公益財団法人 リバーフロント研究所
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公益財団法人 リバーフロント研究所

各種事業で河川区域内に設置可能な施設

①遊歩道
②階段

③船舶係留施設

④東屋

⑩売店

⑨オープンカフェ

⑤便所

河川区域 民地等民地等

⑦橋

１．から４．等については「社会資本整備総合交付金」の事業メニューから適切な事業を選択して実施する。
（リンク先URL） http://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000213.html

⑥照明⑧植栽

必要最低限の基盤施設

あったら便利な利用施設

３．道路事業 ：① ⑥⑦⑧

１．河川事業 ：①②③、その他治水・河川利用上必要なもの

２．都市水環境整備事業：①②③、その他治水・河川利用上必要なもの

６．民間事業 ：①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

４．都市公園等事業 ：①②③④⑤⑥⑦⑧
５．自治体単独事業 ：①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩
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公益財団法人 リバーフロント研究所

川にある物
誰が作る

（堤防、護岸等の

河川管理施設）

管理の
責任者 利用する者

利用する

施設を作る者
（橋、カフェ、船着場等）

河川区域 施工者 管理者 占用者

河川管理施設

河川管理者

河川
管理者

→他者に
利用させ
る場合に
は、占用
手続が必
要

道路管理者
ＪＲ

市町村
財団

協議会
民間

河川法第２４条
（土地の占用の許可）

道路管理者
ＪＲ

市町村
財団
協議会
民間

河川法第２６条
（工作物の新築等の許可）

道路管理者
ＪＲ

市町村
財団
協議会
民間

河川法第２０条
（河川管理者以外の者の

施行する工事等）

→作った後に
河川管理者に
移管する

河川空間
（水面、土地）

－

河川区域の占用等の仕組

必要最低限の基盤施設 あったら便利な利用施設

２０条工事

メリット：容積率緩和
金融支援
税制特例

２０条工事
流水影響緩和

２４条占用・２６条新築

オープンカフェ、広告板などの
収益事業が2011年（平成23年）

から可能になった
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公益財団法人 リバーフロント研究所
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要

道路管理者
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協議会
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（河川管理者以外の者の

施行する工事等）

→作った後に
河川管理者に
移管する

河川空間
（水面、土地）

－

河川区域の占用等の仕組

必要最低限の基盤施設 あったら便利な利用施設

２０条工事
流水影響緩和

オープンカフェ、広告板などの
収益事業が2011年（平成23年）

から可能になった

２０条工事

メリット：容積率緩和
金融支援
税制特例

２４条占用・２６条新築
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公益財団法人 リバーフロント研究所

全国の河川

河川占用許可準則
（平成１１年８月改正）

占用施設 占用施設

占用主体 占用主体

公園、運動場、橋梁、
送電線等の公共性又は
公益性のある施設

（準則第７）

地方公共団体、
公益事業者等の公的主体

（準則第６）

左記施設と同じ

①同左

②同左

（準則第２２第３項）

①②の施設の区別なく、

公的主体又は民間事業者
（準則第２２第４項）

８河川で社会実験
沙流川（平取町）、利根川（香取市）
堀川（名古屋市）、堂島川等（大阪市）
道頓堀川（大阪市）、箕面川（箕面市）
京橋川等（広島市）、那珂川等（福岡市）

占用施設

占用主体

左記施設に加え、
①広場、イベント施設等

（これらと一体をなす飲食店、

オープンカフェ、広告板、
広告柱、照明・音響施設、バーベキュー場等）
②日よけ、船上食事施設、突出看板

①の施設は、公的主体
②の施設は、公的主体又は

民間事業者

特例措置
（平成１６年３月通知）

河川占用許可準則
（平成２３年３月改正）

全国の河川

京橋川(広島県)

河川敷地占用許可準則の緩和について
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公益財団法人 リバーフロント研究所

広島 京橋川
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公益財団法人 リバーフロント研究所

大阪 道頓堀川
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公益財団法人 リバーフロント研究所

名古屋 堀川
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公益財団法人 リバーフロント研究所

東京 隅田川
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公益財団法人 リバーフロント研究所

空間構成（断面構成）

事業スキーム

広島 京橋川

・施設設置場所：河川区域および都市公園区域
・施設内容：オープンカフェ
・ [占用料]
地先利用型 河川占用料 210円/m2・年
独立店舗型 河川占用料 1,090円/m2・年

・ [使用料]
建築物部分 12,000円/m2・年
それ以外 2,400円/m2・年

設置許可
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公益財団法人 リバーフロント研究所

事業スキーム

空間構成（断面構成）

大阪 道頓堀川

・施設設置場所：河川区域
・施設内容：桟橋
・ [占用料] 10,300円/m2・年

※オープンカフェの占用料
※現在、免除中

・ [使用料] 32,400円/m2・年
（2,700円/m2・月）

※オープンカフェの使用料
※本料金は一例であり、料金は場所に

より異なる。
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公益財団法人 リバーフロント研究所

事業スキーム

空間構成（断面構成）

名古屋 堀川

・施設設置場所：河川区域
・施設内容：オープンカフェ
・ [占用料] 免除
・ [使用料] 3,000円/m2・年

（リバーウォーク部分）
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公益財団法人 リバーフロント研究所

事業スキーム

東京 隅田川

・施設設置場所：河川区域および都市公園区域
・施設内容：オープンカフェ
・ [占用料] ： 8,361円/m2・年 (河川)
・土地使用料： 13,536円/m2・年（公園）

空間構成（断面構成）
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公益財団法人 リバーフロント研究所

広島・京橋川 大阪・道頓堀 名古屋・堀川 東京・隅田川

占用区域 河川 公園 河川 河川 河川 公園

占用主体 協議会 鉄道会社 公益財団法人 民間事業者

占用料 1,090円 免除 免除 免除 8,361円 13,536円

占用料
納付先

広島県 広島市 大阪府 愛知県 東京都 台東区

施設設置
使用者

民間事業者 民間事業者 民間事業者
民間事業者
（同上）

使用料 12,000円 32,400円 3,000円 売上の歩合制

使用料
納付先

協議会 鉄道会社 公益財団法人
オープンカフェ
運営連絡会

使用料
還元用途

維持管理（除草、清掃）
良好な河川空間の保全・創出（イルミネーション、植栽、案内板設置）

河川
管理者

施設設置利用者

公園
管理者

占
用

許
可

都
道
府
県

占
用

料

設
置

許
可

使
用

料

使
用

料

使
用

許
可

河川における民間活用（オープンカフェ等）の占用事例

※占用料・使用料は年換算値（円／m2・年）で表示

占用主体
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公益財団法人 リバーフロント研究所

河川
管理者

施設設置利用者

公園
管理者

占
用

許
可

都
道
府
県

占
用

料

設
置

許
可

使
用

料

使
用

料

使
用

許
可

河川における民間活用（オープンカフェ等）の占用事例

広島・京橋川 大阪・道頓堀 名古屋・堀川 東京・隅田川

占用区域 河川 公園 河川 河川 河川 公園

占用主体 協議会 鉄道会社 公益財団法人 民間事業者

占用料 1,090円 免除 免除 免除 8,361円 13,536円

占用料
納付先

広島県 広島市 大阪府 愛知県 東京都 台東区

施設設置
使用者

民間事業者 民間事業者 民間事業者
民間事業者
（同上）

使用料 12,000円 32,400円 3,000円 売上の歩合制

使用料
納付先

協議会 鉄道会社 公益財団法人
オープンカフェ
運営連絡会
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※占用料・使用料は年換算値（円／m2・年）で表示

占用主体
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公益財団法人 リバーフロント研究所

自由使用
（原則）

一時利用
（法的にグレーゾーンであり

河川法及び準則に準ずる）

占用
（河川法第２４条）

公共的な占用
（準則第６）

地域再生の占用
（準則第２２）

散歩
ジョギング
サイクリング

釣り
ボール遊び
ピクニック

など

イベント
マラソン大会

大勢でのサイクリング
大勢での釣り

野球大会、サッカー大会
大勢でピクニック

など

公園
運動場
橋梁

ライフライン

など

飲食店
オープンカフェ

広告板
船上食事施設

川床

など

河川利用の手続き
河川は国民共有の財産であり、自由使用が原則（手続き不要）
ただし、排他的・独占的占用（利用）には河川管理者の許可が必要

地域の合意のもと
「都市・地域再生等利用区域」を指定することにより
収益事業が2011年（平成23年）から可能になった
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水辺のソーシャルデザインって？

（エリアマネージメント？）
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利

用

者

河
川
管
理
者

行

政

市

民
＝＝
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利

用

者

河
川
管
理
者

行

政
＝＝一般利用者

地域住民

事業者

住民

商店街

ＮＰＯ

国・県

市町村

河川区域
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利

用

者

河
川
管
理
者

行

政
＝＝一般利用者
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住民

商店街

ＮＰＯ

国・県

市町村
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公益財団法人 リバーフロント研究所

公園

道路

民地
住宅
企業

都市全体
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公益財団法人 リバーフロント研究所

公園

道路

民地
住宅
企業

都市全体

水辺のソーシャルデザインには、

都市全体を含めた
エリアマネージメントが重要！
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公益財団法人 リバーフロント研究所

河川以外の公共空間の占用制度

道路
公園
港湾
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公益財団法人 リバーフロント研究所

河 川 道 路 公 園 港 湾

根拠法令 河川法 道路法 都市公園法 港湾法

許可権者 河川管理者 道路管理者 公園管理者 港湾管理者

占用場所 河川区域 道路 都市公園
港湾区域（水域）
公共空地（陸地）

許可物件
限定列挙

（民間事業ＯＫ）
限定列挙

（民間事業ＯＫ）
限定列挙

（民間事業ＯＫ）
－

（民間事業ＯＫ）

許可基準
治水･利水上の

基準あり

道路の敷地外に余
地がないためにや
むを得ないもの。

公衆の利用に著しい
影響を及ぼさず、必
要やむを得ないもの

港湾の開発発展に
著しく支障を与える
ものであるときは許
可してはならない

許可期間

公園・道路など ：１０年
グライダー練習場など

：５年
営業活動が伴うもの

：３年

電気・水道など
：１０年

その他 ： ５年

電気・水道など
：１０年

その他 ： ３年

港湾管理者の条例
（地方自治体）

最長１０年

占用料
納付先

都道府県知事 道路管理者 公園管理者 港湾管理者

河川以外の公共空間の占用制度
河 川 道 路 公 園 港 湾

根拠法令 河川法 道路法 都市公園法 港湾法

許可権者 河川管理者 道路管理者 公園管理者 港湾管理者

占用場所 河川区域 道路 都市公園
港湾区域（水域）
公共空地（陸地）

許可物件
限定列挙

（民間事業ＯＫ）
限定列挙

（民間事業ＯＫ）
限定列挙

（民間事業ＯＫ）
－

（民間事業ＯＫ）

許可基準
治水･利水上の

基準あり

道路の敷地外に余
地がないためにや
むを得ないもの。

公衆の利用に著しい
影響を及ぼさず、必
要やむを得ないもの

港湾の開発発展に
著しく支障を与える
ものであるときは許
可してはならない

許可期間

公園・道路など ：１０年
グライダー練習場など

：５年
営業活動が伴うもの

：３年

電気・水道など
：１０年

その他 ： ５年

電気・水道など
：１０年

その他 ： ３年

港湾管理者の条例
（地方自治体）

最長１０年

占用料
納付先

都道府県知事 道路管理者 公園管理者 港湾管理者26



公益財団法人 リバーフロント研究所

海外の水辺空間の占用事例

アメリカ：サンアントニオ

フランス：パリ

27

公益財団法人 リバーフロント研究所

アメリカ サンアントニオ （リバーウォーク）

28



公益財団法人 リバーフロント研究所

フランス パリ （パリプラージュ）

http://en.parisworldwide.com/out-and-about-in-paris/exhibitions-shows/sunbath-paris-plages
29

公益財団法人 リバーフロント研究所

アメリカ サンアントニオ
空間構成（断面構成）

事業スキーム

30



公益財団法人 リバーフロント研究所

阿部さん、酒井さんで分担して、

５ページ～１２ページの日本の例を参考に、海外３地区の写真とスキーム図を添付し
てください。

フランス パリ
空間構成（断面構成）

事業スキーム

セーヌ川

河川区域

ジョルジュ・ポンピドゥ
高速道路

パリ・プラージュ
施設設置区域

31

公益財団法人 リバーフロント研究所

海外の水辺管理の特徴

河川管理者の重要任務は
航路維持の河道掘削である

大陸河川では掘込河道が多く
河川勾配が緩やかで
歴史的に舟運が栄えていた

土地所有者は
民間の企業または個人
農業組合などの団体組織
道路、公園等の公共空間管理者
などである

舟運で恩恵を受けていたため
治水は自己責任
要するに、洪水防御は
土地所有者の責務である

32



公益財団法人 リバーフロント研究所

日本と海外の水辺の管理区分

日本の掘込河川

※土地所有者は、
民間の企業または個人、農業組合などの団体組織、道路、公園等の公共空間管理者などである

河川管理者
土地
所有者

土地
所有者

管理用
通路

管理用
通路

水路

海外の掘込河川

河川管理者土地所有者 土地所有者

水路

海外の堤防河川

河川
管理者 土地所有者土地所有者

低水路

高水敷高水敷
堤防 堤防

日本の堤防河川

土地
所有者

土地
所有者河川管理者

低水路

高水敷高水敷
堤防 堤防

33

公益財団法人 リバーフロント研究所

公園

道路

民地
住宅
企業

都市全体

海外における
水辺のソーシャルデザインは

土地所有者（民間の企業または個人
農業組合などの団体組織

道路、公園等の公共空間管理者）

が鍵を握っていて

都市全体を含めた
エリアマネージメントそのものである 34



公益財団法人 リバーフロント研究所

①計画策定
ミズベリング、民主導、住民参加

②作る（工事）
河川管理者 または
それ以外（河川法第20条工事など）

③借りる（占用）
様々な占用主体、占用期間
（河川法第24条）

④使う・作る（維持管理）
カフェ・船着場等（河川法第26条）
占用料、使用料、ファンドレイジング

⑤効果（事後評価）
利用者数、川側の入り口数、収益
認知度、露出度、盛り上がり度

水辺利用のＰＤＣＡサイクル

⑥計画の拡充・見直し

最初から最後までソーシャルで！

作って、借りて、使って、評価する
こと全体をイメージして計画を策

定する！

Ｐ（Plan）

C
（Check）

A（Action）

D（Do）D（Do）

公園

道路
民地

住宅
企業

河川

港湾

35

公益財団法人 リバーフロント研究所

①計画策定
ミズベリング、民主導、住民参加

②作る（工事）
河川管理者 または
それ以外（河川法第20条工事など）

③借りる（占用）
様々な占用主体、占用期間
（河川法第24条）

④使う・作る（維持管理）
カフェ・船着場等（河川法第26条）
占用料、使用料、ファンドレイジング

⑤効果（事後評価）
利用者数、川側の入り口数、収益
認知度、露出度、盛り上がり度

水辺利用のＰＤＣＡサイクル

⑥計画の拡充・見直し

A（Action）

①計画提案

住民、企業、ＮＰＯから、やりたいことを提案する

行政（都市、公園、道路、河川、港湾など）に相談

②地域の合意

協議会設置、住民説明会

（まち）都市再生整備計画区域
（河川）都市・地域再生等利用区域 などの指定

③資金調達

基盤整備：行政 （税金）

利用施設：企業、法人、個人（助成金、寄付金、融資など）

Ｐ（Plan）

C
（Check）

D（Do）D（Do）

36



公益財団法人 リバーフロント研究所

利

用

者

河
川
管
理
者

行

政
＝＝一般利用者

地域住民

事業者

住民

商店街

ＮＰＯ

国・県

市町村

河川区域

水辺のソーシャルデザインの実現には

37

公益財団法人 リバーフロント研究所

利

用

者

河
川
管
理
者

行

政
＝＝一般利用者

地域住民

事業者

住民

商店街

ＮＰＯ

国・県

市町村

都市エリア全体

水辺のソーシャルデザインの実現には

公園

道路

民地
住宅
企業

河川

港湾
38



公益財団法人 リバーフロント研究所

水辺のソーシャルデザインの実現には

39

公益財団法人 リバーフロント研究所

水辺のソーシャルデザインの実現には

でＧＯ！

40
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道頓堀川の夜景（写真：リバーフロント研究所）  

 

■概要 

大阪市では、水の回廊の東と南に位置する東横堀川と

道頓堀川は両端を水位調整可能な水門で区切ることで、

上流部からの汚染水の流入を防ぐとともに常に水位が安

定させ、水面に近い所に遊歩道を整備し、水質浄化とと

もに親水性の高い憩いの河川空間の創出を行った。その

主要な施設として、水面上の遊歩道の計画が、地元組織

である「道頓堀を考える協議会」の参加のもとに始まり、

その一部が平成16 年末に整備され、「とんぼりリバー

ウォーク」と命名された。平成 25 年には全面開通し、

多くの観光客で賑わっている。 

 

図 1 位置図 

 

■事業の経緯 

S42年   汚濁対策と高潮防御を目的として大黒橋上流両岸に舟

型護岸整備。 

S54年   水質浄化や環境整備を目的としてエアレーション（噴

水）整備。 

H 元年    戎橋下流部にウォーターカーテン設置。 

H 7 年   河川再生事業が創設され、道頓堀川水辺整備事業が採

択。 

H12年   道頓堀川水門・東横堀川水門が建設。 

H13年12 月 「水の都大阪再生」が「都市再生プロジェクト」に選定

され、道頓堀川水辺整備事業がリーディングプロジェク

トに位置づけられる。 

H16年 3 月 30日、戎橋～太左衛門橋区間（役170m）が国土交

通省河川局より河川敷地占用許可準則の特例措置を適

用する区域として指定。 

12月 18日、戎橋～太左衛門橋区間の遊歩道が「とんぼりリ

バーウォーク」としてオープン。 

H17年 5 月 社会実験としてイベント受付開始。7～8月にかけてワ

ゴン、広告占用、突き出し看板の受付も開始。 

H21年 8 月 社会実験の区間を湊町～日本橋間の約1,000mに拡

大。 

H24年 4 月 河川敷地占用許可準則の「都市・地域再生等利用区域」

に指定される。 

H25年 4 月 「とんぼりリバーウォーク」全区間開通。 

 

民間企業による水辺空間の管理・運営 

道頓堀川 遊歩道「とんぼりリバーウォーク」 ［大阪府大阪市］
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水辺の利活用の「計画」段階 

■事業スキーム 

道頓堀川の事業スキームを示す（図 2）。主な関係主体

は管理者、協議会（検討会）、事業者（占用者）、事業者

（出店者）である。 

 

 
図 2 道頓堀川の事業スキーム 

 

（１） 管理者 

  図3 の通り、道頓堀川両岸の遊歩道は、河川区域内

に張り出して整備されており、河川管理者から占用許可

を得る必要がある。 

・河川管理者：大阪市 

 

 

図 3 河岸エリアの空間構成 

 

（２） 協議会 

協議会の概要を表 1 に示す。協議会の役割としては、

民間の占用主体の運営状況、事業収支の確認及び利用

ルールの検討などがある。 

 

表 1 協議会の概要 

名 称 道頓堀川水辺利用検討会 

構成員 学識経験者（大学、弁護士、会計士）、沿川地域代表

者（商店会、町会等） 

事務局 大阪市建設局下水道河川部河川課 

 

（３） 事業者（占用者） 

市により公募を行い、経済、まちづくり、経営、法律

等に関する学識経験者その他からなる選定委員会にて

選定を行う。選定の審査事項については、募集要項に

示されており、選定結果等について大阪市のHP にて

公表される。 

 

（４） 事業者（出店者） 

事業者（出店者）は管理運営者である事業者（占用者）

と利用契約を結び営業活動を行う。 

 

水辺のスペースを「つくる」段階 

■基盤整備 

 道頓堀川水辺再生事業が「河川再生事業（当時）」とし

て国の助成事業に採択され、①防潮機能、②水位の制御、

③閘門機能、④水質浄化を目的として2 基の水門が建設

されるとともに、川沿いの遊歩道（約1km）の整備が実

施された。また、遊歩道の整備に併せ、湊町、太左衛門

橋、日本橋の3 箇所の船着場が整備された。 

 

水辺のスペースを「借りる」段階 

■占用許可 

 河川区域の占用については、選定委員会が選定した事

業者（占用者）が河川法第２４条に基づき、河川管理者

である大阪市より占用許可を受けている。周辺エリアは、

河川敷地占用許可準則第２２の「都市・地域再生等利用

区域」の指定を受けており、民間事業者による営業活動

が可能となっている。 

 

■占用料 

 河川区域における占用料は、河川法第32 条において、

「流水占用料等」として都道府県知事が徴収することが

できる、とされている。河川占用料の額は大阪府流水占

用料等条例第 2 条に基づき、オープンカフェの場合

10,300 円/m2・年である。本事例では、事業者（占用

者）が負担することになっており、大阪府知事宛に納付

し、府の一般財源として処理される。但し、現在、水の

都大阪の再生及び更なる道頓堀川のにぎわい創出、エリ

ア全体を包括的に維持管理を行っているため、占用料は

免除されている。 

 

■占用期間 

 河川占用期間は、河川敷地占用許可準則第 24 に基づ

き、1 年ごとに占用手続きを行う必要がある。 

 

水辺のスペースに施設を「つくる」段階 

■土地利用の形態 

 オープンカフェの土地利用のパターンは、河岸に面し

た土地や店舗を有している事業者が出店する場合の地先

利用型である。 

 

■事業者（出店者） 

 現在、15 店舗がオープンカフェの営業を行っている。

事業者（占用者）が、公募ではなく遊歩道沿いに立地し

ているビルのオーナーや民間事業者に対して出店を呼び

かけている。応募があった際には、事業者（占用者）と

事業者（出店者）間で使用契約が交わされる。 

  

水辺のスペースを「使う」段階 

■使用料 

 事業者は使用料を管理運営団体である事業者（占用者）

Plan

Do

Do

Do

Do
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に納付する。額は場所により異なる（参考例：戎橋～太

左衛門橋（左岸）；32,400 円/ m ・年）。 

 使用料は事業者（占用者）により、維持管理に使用さ

れる。 

 

■契約期間 

 契約期間は3 年単位である。 

 

■事業者の負担 

 事業者（出店者）は使用料のみとなっている。 

  

■維持管理 

 遊歩道自体の維持管理は占用者である南海電鉄㈱が実

施するが、店舗周辺は事業者が行う。 

 

■その他制度 

 営業にあたっては、建築基準法、消防法、食品衛生法

及び食品衛生法に基づく営業の基準等に関する条例等の

法令を遵守することが条件となっている。飲食店営業に

関する許可申請等は事業者が行う。 

 

水辺の利活用の取組を「評価する」段階 

■事業の効果 
 大阪市では、川側への間口の設置軒数、イベント回数、

オープンカフェ設置軒数などを定期的に把握している。 

 

 

図 4 道頓堀川における川側への間口の設置軒数 

 

 
図 5 道頓堀川におけるイベント回数 

 

 

図 6 道頓堀川におけるオープンカフェ設置数 

 

 道頓堀川で特に特徴的なのは川側への間口の設置軒

数の推移である。遊歩道完成前は川に背を向けていた

建物が川側に入り口を設置していることから、川側遊

歩道に新たな人の流れができていることが伺える。ま

た、その他イベント数やオープンカフェ設置軒数も順

調に増加している。 

 

水辺の利活用の計画を「拡充・見直す」段階 

■最近の動き 
平成24 年度から、公募により選定した民間事業者（南

海電気鉄道株式会社）が3年間遊歩道の管理運営を行い、

遊歩道上でのイベント開催軒数やオープンカフェ設置数

が着実に増加しているところである。 

また、平成 27 年度からの新たな民間事業者を公募し

たところ、再度、南海電気鉄道株式会社が選定されてい

る。そのため、これまでの経験を活かし、引き続き、道

頓堀川において更なる水辺空間の利用促進が図られるよ

う、取り組みが進められている。 

 

参考情報・問い合わせ先 

■参考情報 

・とんぼりリバーウォークHP、http://www.tonbori.jp/ 

・道頓堀川の水辺整備（大阪市HP）、

http://www.city.osaka.lg.jp/kensetsu/page/00

00010881.html 

 

■問い合わせ先 

(1)河川管理者（協議会事務局） 

名称：大阪市建設局 下水道河川部 河川課 

住所：〒559-0034 

大阪市住之江区南港北 2 丁目1 番10 号 ATC ビ

ルITM 棟6 階 

電話：06-6615-6838 

FAX：06-6615-6583 

Check

Action
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資料３－１

株式会社E‐DESIGN

代表取締役 忽那 裕樹

「水都大阪パートナーズの試み」

中之島ＧＡＴＥ



■エリアイメージ（水の回廊）

中之島
ＢＡＮＫＳ

大正

大阪城

御
堂
筋

中之島公園及び周辺

中之島
ＧＡＴＥ

ＵＳＪ

天保山

中之島
4・5丁目

ガーデンブ
リッジ

北浜テラス

本町
ＢＡＳＥ

道頓堀

堂島リバー
フォーラム

木
津
川

ＯＡＰ

八軒家浜

ほたるまち

裁判所前

⼤阪市 中之島ＧＡＴＥの位置図

中之島GATE インナーベイ・マーケットリゾート
常設の場外市場型飲⾷施設を備えた、海と川を結ぶ都⼼周縁のリゾート

⼤阪市
中央卸売市場

USJ

中之島⻄剣先

安治川

堂島川⼟佐堀川

⽊津川



⽔都⼤阪の動き

2001年 2009年 2011年 2013年 2015年

⼤阪府･
⼤阪市 ⽔都⼤阪推進委員会 ⽔と光のまちづくり推進会議・⽔都⼤阪オーソリティ・⽔

都⼤阪パートナーズ

2014年2012年2010年

⽔都⼤阪
2009実⾏

委員会

■中之島GATE事業経緯

中之島GATEの動き

明治時代〜2008年

遊休化

＊⼤阪税関 富島出張所
（2008年閉鎖）

『⼤阪名所』より

■中之島GATE事業経緯

＊⼤阪税関（川⼝運上所）開設
（1867年）
＊開港・川⼝波⽌場（1868年）



中之島GATEの動き

2011年

■中之島GATE事業経緯

●⼤阪府による
「⽔と光のまちづくり構想」アクションプラン策定
（2012年3⽉）
• 「⽔と光のまちづくり構想」を受けて、府として2012
〜2016年度に取り組むアクションプラン

• 中之島⻄部エリアの現状・課題整理、課題解決の
⽅向性、シンボル空間の要素を⽰した上で、個別の
プロジェクトが⽰されている

▲エリアの将来イメージ

●⽔都⼤阪推進委員会による
「⽔と光のまちづくり構想」策定（2011年9⽉）
• 「世界に誇る⽔都⼤阪ブランドを確⽴」するため、
2020年までの10年間、⽔と光のまちづくりの取組み
を、市⺠・地域・NPO、⾏政、経済界・企業等、で
推進するための共通の理念として取りまとめたもの

• 新しい⼤阪のシンボル空間を創出する重点区域とし
て「中之島⻄部エリア」を位置づけ

■2011年度
「中之島⻄部エリア」の位置づけ

●⼤阪商⼯会議所・⼤阪市による「⽔都⼤阪の新たな観光拠点・調査検討報告」（2012年2⽉）
●⽇曜朝市「ざこばの朝市」（2012年3⽉〜、主に奇数⽉の第4⽇曜⽇）

中之島GATEの動き

2012年

■中之島GATE事業経緯

●⼤阪商⼯会議所・⼤阪市による「⽔都⼤阪の新たな観光拠点・調査検討報告」（2012年2⽉）
●⽇曜朝市「ざこばの朝市」（2012年3⽉〜、主に奇数⽉の第4⽇曜⽇）

■2012年度
「中之島GATE」基本計画の関係者合意

▲エリアの将来イメージ

●⼤阪府による
「中之島ゲートエリア魅⼒創造基本計画案」策定
（2013年3⽉）
• 中之島ゲートエリアの今後のロードマップともいえる活性
化計画

• 中之島GATEのテーマを「インナーベイ・マーケットリゾー
ト」とし、3つのステージからなる事業の進め⽅を⽰す

• 官⺠対話により投資が循環される事業推進モデルも
合わせて⽰されている

●⼤阪府、⼤阪市による
「⼤阪都市魅⼒創造戦略」策定（2012年12⽉）
• 世界的な創造都市の実現に向け、都市魅⼒施策
の上位概念となる府市共通の戦略

• ⽔と光のまちづくり推進体制を構築し、再重点化
• ⽔辺魅⼒向上のためのシンボル空間エリア創出プロ
ジェクトとして中之島GATEを位置づけ



中之島GATEの動き

■中之島GATE事業経緯

中之島ゲートエリアプロジェクト（社会実験）2012年

STAGE1 :（2012年〜2013年）
⽔陸拠点・イベント・光・アートの導⼊による 都市魅⼒の打ち出し（社会実験実施）

中之島GATEの動き

2013年

■中之島GATE事業経緯

■2013年度
⽔都⼤阪パートナーズ事業計画のメインに
位置づけ



中之島GATEの動き

■中之島GATE事業経緯

⽔都⼤阪フェス2013 中之島GATE会場
（連携：おおさかカンヴァス2013）

STAGE1 :（2012年〜2013年）
⽔陸拠点・イベント・光・アートの導⼊による 都市魅⼒の打ち出し（社会実験実施）

中之島GATEの動き

■中之島GATE事業経緯

STAGE2 :（2014年〜2019年）
「マーケットリゾート」の常設的な運営（⺠間事業者による暫定利⽤）

イベントスペース（維新派）



中之島GATEの動き

■中之島GATE事業経緯

STAGE2 :（2014年〜2019年）
「マーケットリゾート」の常設的な運営（⺠間事業者による暫定利⽤）

レンタルボート

中之島GATEの動き

■中之島GATE事業経緯

STAGE2 :（2014年〜2019年）
「マーケットリゾート」の常設的な運営（⺠間事業者による暫定利⽤）

係留スペース付コンテナオフィス



中之島GATEの動き

■中之島GATE事業経緯

STAGE3 :（2020年〜）
エリア全体の開発とエリアマネジメントへ

エリア全体の空間デザインコンペを経て、
国有地・河川敷地を⺠間に⼀体売却

中之島GATEの動き

2014年

■中之島GATE事業経緯

■2014年度
企業誘致、事業開始

⽔都⼤阪の⼊⼝となる、海・川・陸の⼀⼤ターミナル形成



フィッシャーマンズマーケットの様⼦

フィッシャーマンズマーケットの様⼦



フィッシャーマンズマーケットの様⼦

フィッシャーマンズマーケットの様⼦



フィッシャーマンズマーケットの様⼦

フィッシャーマンズマーケットの様⼦



中之島GATEの動き

■中之島GATE事業経緯

STAGE2 :（2014年〜2019年）
「マーケットリゾート」の常設的な運営（⺠間事業者による暫定利⽤）

フィッシャーマンズマーケット

フィッシャーマンズマーケットの様⼦



フィッシャーマンズマーケットの様⼦

フィッシャーマンズマーケット 記事



大阪市大正区

尻無川河川広場周辺エリア活性化協議会

資料３-２

中之島ゾーン

尻無川河川広場

中之島ＧＡＴＥ

とんぼりリバーウォーク

木津川

道頓堀川

尻無川

大正 River Base プロジェクトとは

１

東横堀川ゾーン



2

＜尻無川水門＞

＜大正内港＞

＜中山製鋼所＞

＜木津川水門＞

＜造船所群＞

＜工場群＞

事業実施エリア

大正橋商店会

京セラドーム大阪

木津川

道頓堀川

尻無川

事業実施エリアの概要

イオンモール

大型集客施設

利便性の高い交通網

大正橋商店会

市営地下鉄や市バス、ＪＲの駅が
集中し、各ターミナル駅や都心部
からのアクセスも抜群

京セラドーム大阪をはじめ、イオン
モールやホームセンター、大阪ガ
スハグミュージアムなどの大型集
客施設があり、年間を通して賑わ
う

JR大正駅北側に、東西に伸びる
商店街。中小の商店が軒を連ね、
昔ながらの人情と雰囲気でたくさ
んの人に愛される商店街

ホームセンター

ハグミュージアム

３



事業実施エリアの概要（区域指定の要望箇所）

（岩松橋（大正駅側）からみた河川広場の状況） （岩崎橋（西側）からみた河川広場の状況）

＜広場の概要＞
長さ（東西）：約２４０ｍ（岩松橋～岩崎橋）
幅 （南北）：約８ｍ（防潮堤～転落防止柵）

＜管理等の状況＞
・三軒家西地域社会福祉協議会が約２０年にわたり管理（ｱﾄﾞﾌﾟﾄ）
・定期的な散水や芝刈り、花植えなど

尻無川河川広場

４

地域住民主体のイベントをはじめ、近隣３区（大正区・西区・浪速区）合同の舟運イベ
ントなど、さまざまな水辺を活用したイベントを実施。

これまでの取組

リバーサーカス（H26.10.12）の様子（３区合同イベント）

（サーカスボート）（大正区会場）

（舟からの眺め） （会場の様子） ５



区域指定の要望箇所 整備イメージ図

６

尻無川河川広場活用イメージ（案）

７

区域指定の要望箇所 整備イメージ図



８

事業スキーム
尻無川河川広場周辺エリア活性化協議会

＜包括占用＞
公的機関

（大正区）

＜包括占用＞
公的機関

（大正区）

＜包括使用＞
民間事業者

＜包括使用＞
民間事業者 テナントテナント

テナントテナント

テナントテナント

＜個別使用契約＞

包括使用
契約

許可申請

占用許可

報告・協議等

河川管理者
（大阪府）
河川管理者
（大阪府）







平成26(2014)年12月

東京都
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東京の水辺ソフトを
パワーアップ！する提案

一般社団法人BOAT PEOPLE Association
代表理事 井出 玄一

資料３－４

１） 東京の水辺はソフトパワーが圧倒的に弱い

ソフトパワーとは
創造的な個人の活動の集積だが、

現在水辺にそのようなネットワークがない

２） Olympicはスポーツだけではなくじつはクリ

エイティブなソフトパワーのイベント。
このままでよいのか？

しかも今回のOlympicは世界初の
“水辺オリンピック”実現の可能性があるが、

このチャンスを逃してよいのか？

問題意識



2012年ロンドン五輪

カルチュラル・オリンピアードの例

・五輪の4年前から「カルチュラル・オリンピ

アード」と題した大規模なクリエイティブ・プ
ログラムを英国全土で展開

・合計約18万にも及ぶ様々なイベントに
4300万人の人々が参加

・文化・芸術の活性化するだけでなく、観光
や地域振興などの面でも非常に大きな波
及効果

参考：2012年ロンドン五輪のソフトパワー戦略

３） 行政の
“ハード中心主義”
“平等主義”
“縦割り主義”

ではクリエイティブ性は
発揮はむずかしく、
ソフトパワーの増強には
おのずと限界がある

4） 同様に地元を過度に優先
しすぎる“町会主義”や

旧来型の既得権保存の考え
方にも限界がある

問題意識



５） 一方、行政内にはやる気のある担当者もいるが・・・

水辺の法規制は行政担当者の判断次第で
かなり柔軟に運用できるのも事実

彼らとの組織的、統合的な連携がないのは問題

問題意識

６） 東京の川は個人の顔が見えない

川に関わっているのは利益代表者というケースが多くバラバラ感が・・・
個人の繋がりが希薄

問題意識



■ ソフトパワーは多様でクリエイティブな個人、集団、企業などの
ネットワーク化が鍵であり、そのためにはコーディネーターが有効

行政でも企業でも利用者でもない、中間的なコーディネーター組織が
水辺のソフトパワーを飛躍的に進歩させる

■ やる気のある行政担当者を後押しする仕組みが有効

■ 河川行政の“ハードオンリー予算”を改め“ソフト予算”が実現で
きれば勢いUP

現状打破のための方策 （＝仮説）

提案１

「水辺とまちのソーシャルデザイン懇談会」で
“水辺の中間体組織”に関する研究会をスタート

※「水都大阪パートナーズ」や「ポートランドネイバーフッドアソシエーション」などを参考に

東京の水辺のソフトパワーアップのために



提案２

東京の水辺の代表者会談を開催

行政＋経済界＋学識者＋地元＋利用者＋クリエイター
それぞれの代表

東京の水辺のソフトパワーアップのために

提案３ ＜2016年以降＞

実際の中間体組織を立ち上げる

※ コーディネーション機能、エリアマネジメント機能を備え、
ソフト予算を持つ

東京の水辺のソフトパワーアップのために



東京の水辺のソフトパワーアップのために

提案４ ＜2016年以降＞

東京オリンピックを目前に控えた隅田川で
世界レベルの水辺のカルチャーイベントを実現



NEW RIVER STORY

1

資料４

2020

NEW RIVER STORY

Social Action
River Space

Consortium
Public Space

Creative Space

College

System

Education

Culture

Sustainability

Community

Life Style

2
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